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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．第27期中より中間連結財務諸表を作成しているため、それ以前については記載しておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．従業員数の外、平均臨時雇用者数は、１人当たり１日８時間換算しております。 

回次 第25期中 第26期中 第27期中 第25期 第26期 

会計期間 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 
至平成18年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

自平成17年 
４月１日 
至平成18年 
３月31日 

売上高（千円） － － 30,918,535 － － 

経常利益（千円） － － 8,022,900 － － 

中間（当期）純利益（千円） － － 4,852,459 － － 

純資産額（千円） － － 56,572,486 － － 

総資産額（千円） － － 138,723,479 － － 

１株当たり純資産額（円） － － 90,199.18 － － 

１株当たり中間（当期）純利

益（円） 
－ － 7,771.39 － － 

潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益（円） 
－ － 7,685.35 － － 

自己資本比率（％） － － 40.8 － － 

営業活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
－ － 3,302,513 － － 

投資活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
－ － △11,117,198 － － 

財務活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
－ － 3,332,515 － － 

現金及び現金同等物の中間期

末（期末）残高（千円） 
－ － 20,592,100 － － 

従業員数 

[外、平均臨時雇用者数](人) 

－ 

[－] 

－ 

[－] 

773 

[2,985] 

－ 

[－] 

－ 

[－] 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．第27期中より中間連結財務諸表を作成しているため、営業活動によるキャッシュ・フロー、投資活動による

キャッシュ・フロー、財務活動によるキャッシュ・フロー及び現金及び現金同等物の中間期末残高は、記載

しておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．従業員数の外、平均臨時雇用者数は、１人当たり１日８時間換算しております。 

４．「持分法を適用した場合の投資利益」は、第25期中、第25期、第26期中及び第26期は重要性が乏しいため、

また第27期中は中間連結財務諸表を作成しているため記載しておりません。 

回次 第25期中 第26期中 第27期中 第25期 第26期 

会計期間 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 
至平成18年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

自平成17年 
４月１日 
至平成18年 
３月31日 

売上高（千円） 16,542,683 22,489,038 30,918,535 34,494,175 50,282,267 

経常利益（千円） 3,909,939 6,238,402 8,022,900 8,095,009 13,418,723 

中間（当期）純利益（千円） 2,286,565 3,656,062 4,852,459 4,705,283 11,967,758 

持分法を適用した場合の投資

利益（千円） 
－ － － － － 

資本金（千円） 9,033,027 9,060,450 14,825,788 9,033,027 14,259,372 

発行済株式総数（株） 584,562 584,870.77 628,615.54 584,562 624,309.54 

純資産額（千円） 28,030,464 33,164,988 56,572,486 29,962,671 51,232,476 

総資産額（千円） 40,186,099 60,612,773 69,635,573 43,604,897 71,523,235 

１株当たり純資産額（円） 48,034.34 56,826.34 90,199.18 51,353.57 82,243.82 

１株当たり中間（当期）純利

益（円） 
3,918.54 6,265.72 7,771.39 8,063.78 20,125.55 

潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益（円） 
3,917.64 5,858.41 7,685.35 8,062.18 19,030.01 

１株当たり配当額（円） 800 1,000 1,000 1,600 2,000 

自己資本比率（％） 69.8 54.7 81.2 68.7 71.6 

営業活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
1,242,054 6,074,830 － 4,072,952 12,019,046 

投資活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
△2,522,115 △3,333,979 － △5,377,453 △3,763,859 

財務活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
△2,665,110 12,257,609 － △2,686,412 8,710,061 

現金及び現金同等物の中間期

末（期末）残高（千円） 
8,161,594 23,098,876 － 8,083,108 25,067,859 

従業員数 

[外、平均臨時雇用者数](人) 

426 

[1,677] 

594 

[2,167] 

773 

[2,985] 

515 

[1,768] 

696 

[2,520] 



２【事業の内容】 

 当社は、日本国内においてボウリング・アミューズメント・カラオケ・スポッチャ（スポーツをテーマとした時間

制の施設）等を中心とした地域密着の屋内型複合レジャー施設を運営しております。 

 当社は営業店舗を特別目的会社から貸借しておりますが、この特別目的会社は当社の営業店舗を開発・賃貸するた

めだけに設立されたものであり、それ以外の営業活動は一切行っておりません（定款で禁止されております）。 

 当社は特別目的会社に匿名組合出資を行っておりますが、会計基準の変更に伴い、当中間連結会計期間より40匿名

組合を連結子会社としております。 

 なお、ROUND ONE U.S.A.CORP.は平成18年９月30日をもちまして清算しております。 

事業系統図 



３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、以下の特別目的会社に係る匿名組合が新たに提出会社の関係会社となりました。 

名称 住所 
資本金または出資
金（千円） 

主な事業の内容 
議決権の所有割合 

（％） 
関係内容 

アールワン・ホ

ールディング

ス・リミテッド 

ケイマン諸島 1千＄ － － 

当社より匿名組

合出資を受入れ

ております。 

有限会社アール

ワン 
東京都千代田区 3,000 不動産賃貸業 － 

アールワン・ホ

ールディング

ス・リミテッド

より匿名組合出

資を受入れてお

ります。 

アールワン心斎

橋・ホールディ

ングス・リミテ

ッド 

ケイマン諸島 1千＄ － － 

当社より匿名組

合出資を受入れ

ております。 

有限会社アール

ワン心斎橋 
東京都千代田区 3,000 不動産賃貸業 － 

アールワン心斎

橋・ホールディ

ングス・リミテ

ッドより匿名組

合出資を受入れ

ております。 

有限会社アール

ワン広島 
東京都千代田区 3,000 不動産賃貸業 － 

当社より匿名組

合出資を受入れ

ております。 

有限会社アール

ワン天神 
東京都千代田区 3,000 不動産賃貸業 － 

当社より匿名組

合出資を受入れ

ております。 

有限会社アール

ワン伏見 
東京都港区 3,000 不動産賃貸業 － 

当社より匿名組

合出資を受入れ

ております。 

有限会社アール

ワン町田 
東京都港区 3,000 不動産賃貸業 － 

当社より匿名組

合出資を受入れ

ております。 

有限会社アール

ワン高槻 
東京都港区 3,000 不動産賃貸業 － 

当社より匿名組

合出資を受入れ

ております。 

有限会社アール

ワン川崎 
東京都港区 3,000 不動産賃貸業 － 

当社より匿名組

合出資を受入れ

ております。 

有限会社アール

ワン堺石原 
東京都港区 3,000 不動産賃貸業 － 

当社より匿名組

合出資を受入れ

ております。 

有限会社アール

ワン中川 
東京都港区 3,000 不動産賃貸業 － 

当社より匿名組

合出資を受入れ

ております。 

有限会社アール

ワン城東 
東京都港区 3,000 不動産賃貸業 － 

当社より匿名組

合出資を受入れ

ております。 

 



名称 住所 
資本金または出資
金（千円） 

主な事業の内容 
議決権の所有割合 

（％） 
関係内容 

有限会社アール

ワン堺 
東京都港区 3,000 不動産賃貸業 － 

当社より匿名組

合出資を受入れ

ております。 

有限会社アール

ワン新潟 
東京都港区 3,000 不動産賃貸業 － 

当社より匿名組

合出資を受入れ

ております。 

有限会社アール

ワン小倉 
東京都港区 3,000 不動産賃貸業 － 

当社より匿名組

合出資を受入れ

ております。 

有限会社アール

ワン宇都宮 
東京都港区 3,000 不動産賃貸業 － 

当社より匿名組

合出資を受入れ

ております。 

有限会社アール

ワン熊本 
東京都港区 3,000 不動産賃貸業 － 

当社より匿名組

合出資を受入れ

ております。 

有限会社アール

ワン鹿児島 
東京都港区 3,000 不動産賃貸業 － 

当社より匿名組

合出資を受入れ

ております。 

有限会社アール

ワン福島 
東京都港区 3,000 不動産賃貸業 － 

当社より匿名組

合出資を受入れ

ております。 

有限会社アール

ワン西春日井 
東京都港区 3,000 不動産賃貸業 － 

当社より匿名組

合出資を受入れ

ております。 

有限会社アール

ワン朝霞 
東京都港区 3,000 不動産賃貸業 － 

当社より匿名組

合出資を受入れ

ております。 

有限会社アール

ワン板橋 
東京都港区 3,000 不動産賃貸業 － 

当社より匿名組

合出資を受入れ

ております。 

有限会社アール

ワン金沢 
東京都港区 3,000 不動産賃貸業 － 

当社より匿名組

合出資を受入れ

ております。 

有限会社アール

ワン入間 
東京都港区 3,000 不動産賃貸業 － 

当社より匿名組

合出資を受入れ

ております。 

有限会社アール

ワン佐賀 
東京都港区 3,000 不動産賃貸業 － 

当社より匿名組

合出資を受入れ

ております。 

有限会社アール

ワン長野 
東京都港区 3,000 不動産賃貸業 － 

当社より匿名組

合出資を受入れ

ております。 

有限会社アール

ワン秋田 
東京都港区 3,000 不動産賃貸業 － 

当社より匿名組

合出資を受入れ

ております。 

有限会社アール

ワン半田 
東京都港区 3,000 不動産賃貸業 － 

当社より匿名組

合出資を受入れ

ております。 

 



名称 住所 
資本金または出資
金（千円） 

主な事業の内容 
議決権の所有割合 

（％） 
関係内容 

有限会社アール

ワン上尾 
東京都港区 3,000 不動産賃貸業 － 

当社より匿名組

合出資を受入れ

ております。 

有限会社アール

ワン高松 
東京都港区 3,000 不動産賃貸業 － 

当社より匿名組

合出資を受入れ

ております。 

有限会社アール

ワン大分 
東京都港区 3,000 不動産賃貸業 － 

当社より匿名組

合出資を受入れ

ております。 

有限会社アール

ワン和歌山 
東京都港区 3,000 不動産賃貸業 － 

当社より匿名組

合出資を受入れ

ております。 

有限会社アール

ワン函館 
東京都港区 3,000 不動産賃貸業 － 

当社より匿名組

合出資を受入れ

ております。 

有限会社アール

ワン宮崎 
東京都港区 3,000 不動産賃貸業 － 

当社より匿名組

合出資を受入れ

ております。 

有限会社アール

ワン旭川 
東京都港区 3,000 不動産賃貸業 － 

当社より匿名組

合出資を受入れ

ております。 

有限会社アール

ワン博多 
東京都港区 3,000 不動産賃貸業 － 

当社より匿名組

合出資を受入れ

ております。 

有限会社アール

ワン豊橋 
東京都港区 3,000 不動産賃貸業 － 

当社より匿名組

合出資を受入れ

ております。 

有限会社アール

ワン三重川越 
東京都港区 3,000 不動産賃貸業 － 

当社より匿名組

合出資を受入れ

ております。 

有限会社アール

ワン札幌白石 
東京都港区 3,000 不動産賃貸業 － 

当社より匿名組

合出資を受入れ

ております。 



４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

(2）提出会社の状況 

 （注） 従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の当中間会計期間における平均雇用人員（１人当たり８時間換算）であ

ります。 

(3）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人）  

全社（共通） 773〔2,985〕 

合計 773〔2,985〕 

  平成18年９月30日現在

従業員数（人） 773〔2,985〕 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当上半期におけるわが国経済は、企業の積極的な設備投資や、引き続き好調な雇用情勢が個人消費を押し上げ、

景気動向は順調に推移しました。 

 このような状況の中、当社グループでは既存店舗の業績が好調に推移した上、収益性の高い『スタジアム型店

舗』も予想通りの業績を計上した結果、増収増益となりました。 

 以上の結果、当中間連結会計期間の業績は売上高30,918百万円、経常利益に関しましては8,022百万円、また中

間純利益に関しましては4,852百万円となりました。 

(2）キャッシュ・フロー 

 当中間連結会計期間におけるキャッシュ・フローの状況は、営業活動によるキャッシュ・フローで3,302百万円

増加いたしましたが、投資活動によるキャッシュ・フローで11,117百万円減少し、財務活動によるキャッシュ・フ

ローで3,332百万円増加いたしました。それらの結果、現金及び現金同等物は期首と比べて4,475百万円減少してお

ります。 

① 営業活動によるキャッシュ・フロー 

 既存店の業績が好調に推移した上、新店もほぼ当初計画通りの業績を残した結果、営業活動によるキャッシ

ュ・フローは3,302百万円の収入となっております。 

② 投資活動によるキャッシュ・フロー 

 積極的に新規店舗の出店や開発を行った結果、投資活動によるキャッシュ・フローは11,117百万円の支出とな

っております。 

③ 財務活動によるキャッシュ・フロー 

 新規出店資金を大幅に調達した結果、財務活動によるキャッシュ・フローは3,332百万円の収入となっており

ます。 

 なお、以下により当中間連結会計期間より中間連結財務諸表をしたため、前年同期との比較は行っておりません。

 平成18年９月8日に、企業会計基準委員会より実務対応報告第20号「投資事業組合に対する支配力基準及び影響力

基準の適用に関する実務上の取扱い」（以下「実務対応報告第20号」という。）が公表されました。弊社では、従来

より投資事業有限責任組合に対する出資等は一切行っておりませんが、出店方法の一つとして採用していた、『商法

第535条に基づき設立された商法上の匿名組合に関する出資』が実務対応報告第20号の適用対象となり、特別目的会

社38社（平成18年９月30日現在のオープン済店舗23店＋開発中店舗15店。１店舗につき特別目的会社１社。）及び特

別目的会社２社に係るホールディングリミテッド２社に係る匿名組合が、会計上において子会社とみなされることと

なりました。これらの特別目的会社は、その全てが完全に倒産隔離されており、弊社の出資・保証部分（従来より注

記事項にて開示済み）を除き、その負債等が弊社に遡及されることはありません。また、連結財務諸表上は、これら

の弊社に遡及されない負債等が連結貸借対照表に含まれることにより、総資産は大幅に増加いたしましたが、従来よ

り出資に対する損益は、営業外損益として取り込んでいたため、連結損益計算書においては、連結による利益への影

響は、ほとんどありません。なお、実務対応報告第20号は、「公表日（平成18年９月８日）以降終了する連結会計年

度に係る連結財務諸表及び中間連結会計期間に係る中間連結財務諸表から適用する。」とされておりますので、弊社

におきましては平成18年４月１日から平成18年９月30日までの中間連結会計期間から適用されます。 

 以上により、『会計基準の変更に伴う会計方針の変更』により連結財務諸表を作成する結果となりましたが、従来

と比べて経済取引の実態は、一切変更ありません。 

 なお、過去に実施した７営業店舗の譲渡先である特別目的会社㈲アールワンセブンプロパティーズに係る匿名組合

につきましては、財務諸表等規則第８条第７項により連結範囲に含めておりません。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 該当事項はありません。 

(2）仕入実績 

 当中間連結会計期間における仕入実績を事業の部門別に示すと次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．前中間会計期間の上期区分の仕入実績は419,954千円であります。 

(3）受注の状況 

 該当事項はありません。 

(4）販売実績 

 当中間連結会計期間における販売実績を事業の部門別に示すと次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．前中間会計期間の部門別の販売実績は以下のとおりであります。 

区分 
当中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前年同期比（％） 

プロショップ用品、飲食商品（千円） 556,910 － 

合計（千円） 556,910 － 

区分 
当中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前年同期比（％） 

ボウリング収入（千円） 11,035,763 － 

アミューズメント収入（千円） 14,141,440 － 

その他付帯収入（千円） 5,741,332 － 

合計（千円） 30,918,535 － 

区分 金額 

ボウリング収入（千円） 8,519,091 

アミューズメント収入（千円） 10,389,311 

その他付帯収入（千円） 3,580,636 

合計（千円） 22,489,038 



３【対処すべき課題】 

(1）出店戦略 

 当社グループは、営業面積の限られた屋内型複合レジャー施設を営む装置産業であるため、既存店舗の売上が

前年を大幅に上回るような増収体制を毎年維持していくことは容易ではありません。従って全社的に毎期増収を

維持するためには、既存店の業績変動に加えて、新規出店による増収効果が非常に重要な要素となってまいりま

す。当社グループでは当面、収益性の高い『スタジアム型店舗』を中心として出店することで、毎期安定的な増

収体制を確立すると共に、既存店を一層活性化させる事によって、好業績体質を維持するように努めてまいりま

す。なお、『スタジアム型店舗』の詳細は以下のとおりです。 

［スタジアム型店舗］ 

 日本全国で車による多数の来場者が見込める主要幹線沿いに立地し、2,500坪～5,000坪の敷地に建坪1,000

坪程度の５層～６層の大型店舗となります。また充分な駐車スペース（約400台）も確保しております。 

 従来のボウリング・アミューズメント・カラオケ・ビリヤード等のアイテムに加え、新たに『スポッチャ』

（料金は３時間定額制でエントランスゲート内のスポーツアイテム等は無料で使い放題）という新しいタイプ

のレジャーフロアを設置します。平成16年７月25日にオープンした『京都伏見店』が、このスタジアム型店舗

の第１号店となり、平成18年９月末現在で19店舗あります。これらの店舗は多少のバラツキはありますが、平

均して好調に推移しており、今後２～３年は、スタジアム型店舗を中心に年間20店舗程度出店する計画です。

(2）運営戦略 

 当社経費の大部分は固定費が占めているため、限界利益率は約80％と非常に高くなります（理論上は収入が損

益分岐点を100万円上回ると、利益は80万円増加します）。よって、現状の施設を常にフル稼働状態に近づける

ことが重要な課題であり、一般的に来客数の少ないアイドルタイム（平日昼間や夜23時以降）に集客力を高める

対策が求められます。一方で、すでに来場されたことのあるお客様に対して、さらにボウリング・アミューズメ

ント・カラオケ等に興味を持って頂けるための対策、そして新規顧客の獲得に加えて来場頻度（リピート率）や

滞在時間を高めることに向けた対策なども重要な課題と認識しております。 

 具体的には、次の対策を実施しております。 

［ボウリング］（平成18年４月～９月売上高実績 全社前年比＋29.5％、既存店前年比＋6.3％） 

 平成18年３月期に引き続き、『ボウリング５ゲーム投げ放題キャンペーン』や『営業時間の毎朝６時まで延

長』の効果が持続した結果、好調に推移いたしました。レーンの稼働率は業界平均の約３倍の57％程度とな

り、昭和40年代のボウリングブーム時並みとなっております。また９月より一部料金の改定（値上げ）を実施

いたしましたが、来場者数に影響もなく、計画以上の増収となりました。 

 今後も『Round１ Cup』や往年のプロボウラーによるボウリング教室、長州小力さんのストラッププレゼン

ト等の各種企画により、一層の集客に努めてまいります。 

［アミューズメント］（平成18年４月～９月売上高実績 全社前年比＋36.1％、既存店前年比＋5.9％） 

 当社グループのアミューズメントコーナーに来場されるお客様の特徴として、ボウリング、カラオケ、スポ

ッチャ等を目的に来場された方が、ボウリング等の待ち時間や、お帰りの際に利用されるケースが多いことが

あげられます。よって、ボウリング、カラオケ、スポッチャ等の受付時や料金精算時に、UFOキャッチャー等

のフリークーポン（１回無料券）の配布や、メダルの増量販売等を行い、アミューズメントコーナーへ立ち寄

って頂けるよう心がけております。また他の競合店と比較した場合、普段アミューズメントゲームを利用され

る機会の少ない“ビギナー”の方々の割合が圧倒的に多いため、初心者の皆様にも比較的取り組みやすい機種

の割合を増やしております。なお、アミューズメントコーナーにおきましては、法律により深夜０時（一部地

域では深夜１時）以降の営業が出来ないため、当初は営業時間の延長による効果はあまり見込んでおりません

でしたが、営業終了時間間際までお客様でにぎわう状況となったことや、カードゲーム機を中心に新型機種を

多数導入した結果、前期に引き続き好業績が持続しております。 



［カラオケ］（平成18年４月～９月売上高実績 全社前年比＋44.7％、既存店前年比＋8.0％） 

 当社グループの施設は、カラオケルーム内にスリッパを用意して土足禁止にすることで、落ち着いた空間を

提供しております。さらに『コンガ付ミニステージの設置』、『マッサージチェアの導入』、及び『スモーク

ルームの設置』等を行い、その上でマイクの音質向上を徹底することで競合他店のルームとの差別化を図って

おります。それらの結果、当中間連結会計期間の既存店前年比は、全ての月がプラスで推移することが出来ま

した。 

  今後も引き続きボウリングやアミューズメント等とのシナジー効果を最大限に発揮すべく、ボウリングフロ

アやビリヤードコーナーへのデリバリー強化やルーム稼働率の向上により、業績の向上を目指します。 

［その他］（平成18年４月～９月売上高実績 全社前年比＋71.1％、既存店前年比△10.2％） 

 スポッチャフロアを設置したスタジアム型店舗の出店により、全社前年比は飛躍的に増収となりましたが、

既存店ベースでは、前年が非常に好調であった反動により軟調な結果となりました。また、９月よりボウリン

グ同様に料金の改定（値上げ）を実施しましたが、ボウリング同様、順調に業績に寄与しております。なお平

成18年８月にオープンした『ラウンドワンスタジアム上尾店』におきましては、スポッチャフロア内にカーリ

ングレーンや、岩盤浴等のリラクゼーションコーナーの設置、及びキッズコーナーのグレードアップを行い、

一層の集客アップを図っております。今後オープンするスタジアム型店舗におきましても、原則としてこれら

のアイテムを導入する予定です。 

(3）財務戦略 

 当社グループ以外の法人又は個人が、通常のボウリング場をロードサイド地域に出店しようとした場合、運良

く土地が賃借できたと仮定しても、初期投資額は最低10億円～12億円必要となります。（当社グループと同様の

施設を建設するとなると、初期投資額は20億円を上回ると推測されます。）この高額な設備投資による参入障壁

の高さに加えて、複合型アミューズメント施設のオペレーションノウハウの難易度の高さが、当社グループ以外

の新規参入を困難とし、また現存するボウリング場の多くが30年以上も建て替えられない原因となっておりま

す。 

 当社グループの場合、各店舗の好業績による営業キャッシュ・フローの増加や平成17年４月に2008年満期円貨

建転換社債型新株予約権付社債の発行により、125億円の調達を実施したこと等により、当面の新規出店に関わ

る資金には問題がありません。また、連結対象とした匿名組合の出資先である特別目的会社38社におきまして

も、当社には返済義務が遡及しない『ノンリコースローン（非遡及型借入）』により、店舗不動産の取得資金等

を調達しており、各々の金融機関と取り決めた資金計画のもとで、順次借入返済をすすめております。 



４【経営上の重要な契約等】 

１．「板橋店及び金沢店」における特別目的会社との賃貸借契約について 

 これらの店舗の委託を目的として設立されたＳＰＣ（特別目的会社）が、信託契約を締結します。当社は、不動

産信託受託者より店舗を賃借しております。そのスキーム図は以下のとおりであります。 

 上記スキームに従い当社は不動産信託受託者との間に店舗の定期建物賃貸借契約を締結しております。また賃借

契約が終了し国内ＳＰＣが店舗を売却した場合において、売却額から残債務を返済した後に剰余金が発生すれば匿

名組合出資を通じて当社に帰属し、また、欠損金の場合には匿名組合出資及び関連する債権について負担が発生し

ます。 

 不動産信託受託者と当社の賃貸借契約は、契約期間中、一定の事由が発生し中途解約となる場合には、当社は同

社に対してその時点における残賃借期間に相当する賃借料全額を解約違約金として支払う義務を負っております。

店舗 ＳＰＣの名称 賃借期間 

板橋店 ㈲アールワン板橋 平成18年４月～平成26年４月 

金沢店 ㈲アールワン金沢 平成18年６月～平成26年６月 



２．「上尾店」における特別目的会社㈲アールワン上尾との賃貸借契約について 

 平成18年８月にオープンの「上尾店」は、この店舗の委託を目的として設立されたＳＰＣ（特別目的会社）が、

信託契約を締結します。当社は、ＳＰＣより店舗を賃借しております。そのスキーム図は以下のとおりでありま

す。 

 上記スキームに従い当社は特別目的会社との間に店舗の定期建物賃貸借契約を締結しております。また賃借契約

が終了し国内ＳＰＣが店舗を売却した場合において、売却額から残債務を返済した後に剰余金が発生すれば匿名組

合出資を通じて当社に帰属し、また、欠損金の場合には匿名組合出資及び関連する債権について負担が発生しま

す。 

 特別目的会社と当社の賃貸借契約は、契約期間中、一定の事由が発生し中途解約となる場合には、当社は同社に

対してその時点における残賃借期間に相当する賃借料全額を解約違約金として支払う義務を負っております。 

店舗 ＳＰＣの名称 賃借期間 

上尾店 ㈲アールワン上尾 平成18年８月～平成26年８月 



３．当中間連結会計期間前に締結した特別目的会社等を利用した店舗賃借契約について 

 （注）１．有限会社アールワンセブンプロパティーズに係る匿名組合につきましては、財務諸表等規則第８条第７項に

より連結範囲に含めておりません。 

５【研究開発活動】 

 該当事項はありません。 

店舗名 賃借期間 スキームの概略 

横浜駅西口店 平成14年４月～平成19年４月 同店舗を開発、賃貸することを目的として設立されたＳＰＣ（特別

目的会社）有限会社アールワンより賃借 

北心斎橋店 平成15年12月～平成21年１月 同店舗を開発、賃貸することを目的として設立されたＳＰＣ（特別

目的会社）有限会社アールワン心斎橋より賃借 

広島店 平成15年12月～平成22年12月 同店舗を開発、賃貸することを目的として設立されたＳＰＣ（特別

目的会社）有限会社アールワン広島より賃借 

福岡天神店 平成16年３月～平成21年８月 同店舗を開発、賃貸することを目的として設立されたＳＰＣ（特別

目的会社）有限会社アールワン天神より賃借 

流動化した自

社７店舗 

平成16年３月～平成25年９月 ＳＰＣ（特別目的会社）有限会社アールワンセブンプロパティーズ

を利用した自社７店舗（泉北店、加古川店、横浜戸塚店、富士店、

東大阪店、京都河原町店、三宮駅前店）の流動化に伴い、譲渡先で

あるＳＰＣからこれらの店舗を賃借（注）１ 

京都伏見店 平成16年７月～平成25年７月 同店舗を開発、賃貸することを目的として設立されたＳＰＣ（特別

目的会社）有限会社アールワン伏見より賃借 

町田店 平成16年７月～平成24年１月 同店舗を開発、賃貸することを目的として設立されたＳＰＣ（特別

目的会社）有限会社アールワン町田より賃借 

高槻店 平成16年12月～平成24年11月 同店舗を開発、賃貸することを目的として設立されたＳＰＣ（特別

目的会社）有限会社アールワン高槻より賃借 

川崎大師店 平成16年12月～平成24年12月 同店舗を開発、賃貸することを目的として設立されたＳＰＣ（特別

目的会社）有限会社アールワン川崎より賃借 

堺中央環状店 平成16年12月～平成24年12月 同店舗を開発、賃貸することを目的として設立されたＳＰＣ（特別

目的会社）有限会社アールワン堺石原より賃借 

中川１号線店 平成17年３月～平成25年２月 同店舗を開発、賃貸することを目的として設立されたＳＰＣ（特別

目的会社）有限会社アールワン中川より賃借 

城東放出店 平成17年４月～平成25年５月 同店舗を開発、賃貸することを目的として設立されたＳＰＣ（特別

目的会社）有限会社アールワン城東より賃借 

堺駅前店 平成17年７月～平成25年７月 同店舗を開発、賃貸することを目的として設立されたＳＰＣ（特別

目的会社）有限会社アールワン堺より賃借 

熊本店 平成17年10月～平成25年８月 同店舗を開発、賃貸することを目的として設立されたＳＰＣ（特別

目的会社）有限会社アールワン熊本より賃借 

新潟店 平成17年10月～平成25年10月 同店舗を開発、賃貸することを目的として設立されたＳＰＣ（特別

目的会社）有限会社アールワン新潟より賃借 

宇都宮店 平成17年11月～平成25年５月 同店舗を開発、賃貸することを目的として設立されたＳＰＣ（特別

目的会社）有限会社アールワン宇都宮より賃借 

小倉店 平成17年11月～平成25年８月 同店舗を開発、賃貸することを目的として設立されたＳＰＣ（特別

目的会社）有限会社アールワン小倉より賃借 

鹿児島宇宿店 平成17年11月～平成25年11月 同店舗を開発、賃貸することを目的として設立されたＳＰＣ（特別

目的会社）有限会社アールワン鹿児島より賃借 

福島店 平成17年12月～平成25年12月 同店舗を開発、賃貸することを目的として設立されたＳＰＣ（特別

目的会社）有限会社アールワン福島より賃借 

名古屋西春店 平成17年12月～平成25年11月 同店舗を開発、賃貸することを目的として設立されたＳＰＣ（特別

目的会社）有限会社アールワン西春日井より賃借 

朝霞店 平成18年３月～平成26年３月 同店舗を開発、賃貸することを目的として設立されたＳＰＣ（特別

目的会社）有限会社アールワン朝霞より賃借 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間より匿名組合を連結の範囲に含めたことにより中間連結財務諸表を作成しておりますので、下

記の連結子会社が所有する設備が増加しております。 

国内子会社 

 （注）１．金額には消費税等を含んでおりません。 

２．上記、設備はすべて匿名組合の金融機関借入金に係る責任財産限定対象資産であります。 

地区名 
事業所名 
（所在地） 

設備の内容 

帳簿価額（千円） 

建物及び構
築物 

土地 
(面積㎡) 

その他 合計 
従業
員数
(人) 

関西地区 堺駅前店他 土地・建物  8,504,867 
8,543,356 

(57,860)
17,354 17,065,578 － 

関東地区 横浜西口店他 土地・建物  7,749,356 
12,159,313 

(61,556)
154,262 20,062,932 － 

中部・東海地区 中川店他 土地・建物  5,944,958 
3,787,955 

(60,170)
14,574 9,747,488 － 

中四国・九州地区 天神店他 土地・建物  6,795,123 
14,313,079 

(74,644)
54,744 21,162,947 － 

北海道・東北地区 福島店他 土地・建物  1,696,151 
3,291,478 

(35,553)
63,898 5,051,527 － 

合計 － － 30,690,457 
42,095,183 

(289,785)
304,833 73,090,474 － 



２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間連結会計期間に新たに確定した設備計画は次のとおりであります。 

 （注）１．投資予定金額には、土地・建物等を含んでおります。 

２．上記の完成欄には、新設店舗の開店予定年月を記載しております。 

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

運営形態 店舗名 設備の内容 

投資予定額 

資金調達方法

着手及び完成予定 

総額 既支払額 
着手 完成 

（千円） （千円） 

直営 長野店  
新設店舗内装・

設備等  
3,000,000 1,267,475 

自己資金及び

借入金  
平成18年５月  平成18年11月 

直営 栗橋店  
新設店舗内装・

設備等  
800,000 96,714 

自己資金及び

借入金 
平成18年６月  平成18年12月 

直営 郡山店  
新設店舗内装・

設備等  
1,000,000 101,325 

自己資金及び

借入金 
平成18年６月  平成18年12月 

直営 秋田店  
新設店舗内装・

設備等  
3,200,000 1,439,467 

自己資金及び

借入金 
平成18年６月  平成18年12月 

直営 大分店  
新設店舗内装・

設備等  
2,600,000 829,028 

自己資金及び

借入金 
平成18年６月  平成18年１月 

直営 宮崎店  
新設店舗内装・

設備等  
3,000,000 1,200,000 

自己資金及び

借入金 
平成18年６月  平成18年１月 

直営 高松店  
新設店舗内装・

設備等  
3,200,000 1,350,628 

自己資金及び

借入金 
平成18年７月  平成18年３月 

直営 半田店  
新設店舗内装・

設備等  
2,800,000 1,070,000 

自己資金及び

借入金 
平成18年７月  平成18年３月 

直営 和歌山店  
新設店舗内装・

設備等  
3,200,000 1,476,466 

自己資金及び

借入金 
平成18年８月  平成18年３月 

直営 旭川店  
新設店舗内装・

設備等  
2,670,000 870,000 

自己資金及び

借入金 
平成18年７月  平成18年３月 

直営 函館店  
新設店舗内装・

設備等  
2,500,000 731,339 

自己資金及び

借入金 
平成18年７月  平成18年３月 



４．上記の店舗の開店後の営業能力等は、次のとおりであります。 

運営形態 店舗名 ボウリングレーン数 アミューズメント台数 

直営 長野店  42 350 

直営 栗橋店  38 350 

直営 郡山店  34 350 

直営 秋田店  38 350 

直営 大分店  34 350 

直営 宮崎店  40 350 

直営 高松店  36 350 

直営 半田店  40 350 

直営 和歌山店  38 350 

直営 旭川店  40 350 

直営 函館店  38 360 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 （注） 「提出日現在発行数」欄には、平成18年12月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使（新株予

約権付社債の権利行使含む）により発行された株式数は含まれておりません。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 2,497,000 

計 2,497,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成18年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成18年12月26日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 628,615.54 632,370.54 

㈱東京証券取引所 

市場第一部 

㈱大阪証券取引所 

市場第一部 

－ 

計 628,615.54 632,370.54 － － 



(2）【新株予約権等の状況】 

 旧商法に基づき発行した新株予約権付社債は、次のとおりであります。 

① 平成17年４月11日取締役会決議 

 （注）１．当社が本社債を繰上償還する場合又は当社が本社債につき期限の利益を喪失した場合には、それぞれ繰上償

還日の２日前銀行営業日又は期限の利益喪失日以後本新株予約権を行使することはできません。また、各本

新株予約権の一部について行使請求することはできません。 

２．新株予約権の目的たる株式の数 

平成17年４月11日開催の取締役会決議により、当社が当社普通株式を新たに発行又はこれに代えて当社の

有する当社普通株式を移転（以下当社普通株式の発行又は移転を当社普通株式の「交付」という）する数

は、行使請求に係る本社債の発行価額の総額を転換価額で除した数とする。但し、１株の100分の１未満

の端数（当社がその取締役会の決議により株式の分割と同時に単元株式数についての定款の定めを設けた

場合（以下「単元株採用の場合」という）には、１株未満の端数）は切捨て、現金による調整は行わな

い。本新株予約権の行使により１株の100分の１の整数倍の端数（単元株採用の場合には、単元未満株

式）が発生する場合には、端株として商法に定める端株の買取請求権が行使されたものとして（単元株採

用の場合には、商法に定める単元未満株式の買取請求権が行使されたものとして）現金により精算する。

３．当社が当社普通株式の時価を下回る発行価額又は処分価額で当社普通株式を発行又は処分する場合には、次

の算式により調整される。なお、次の算式において、「既発行株式数」は当社の発行済普通株式総数（当社

が保有するものを除く）をいう。 

４．商法第341条ノ３第１項第７号及び第８号により、本新株予約権を行使したときは、かかる行使をした者か

ら当該本新株予約権に係る本社債の全額の償還に代えて当該本新株予約権の行使に際して払込をなすべき額

の全額の払込がなされたものとする旨の請求があったものとみなす。 

 
中間会計期間末現在 
（平成18年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年11月30日） 

新株予約権付社債の残高（千円） 985,000 － 

新株予約権の数（個） 985個 － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 － 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 3,734.17株 － 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 263,780円 － 

新株予約権の行使期間 
平成17年５月12日から 

平成20年４月14日まで 
－ 

新株予約権の行使により株式を発行する

場合の株式の発行価格及び資本組入額

（円） 

発行価格       263,780円 

資本組入額      131,890円 
－ 

新株予約権の行使の条件 （注） － 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権の譲渡、質入その他の処

分は認めない。 
－ 

代用払込みに関する事項 （注）４ － 

調整後転換社債 ＝調整前転換価額 ×

既発行株式数 ＋

新発行・ 

処分株式数 × 

１株あたりの 

発行・処分価額 

時  価 

既発行株式数＋新発行・処分株式数 



旧商法の規定に基づく新株予約権（ストックオプション）に関する事項は、次のとおりであります。 

（平成15年６月27日開催 定時株主総会決議） 

 （注）１．新株予約権の目的たる株式の数 

権利付与日以降、当社が株式分割または併合を行う場合、未行使の新株予約権の目的たる株式の数は、次

の算式により調整し、調整により生じる１株未満の端数は切捨てる。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

平成15年６月27日開催の定時株主総会において、取締役および監査役については50株を上限（１人あたり

５株以上10株以内）、使用人については87株（１人あたり３株以上５株以内）を上限とする株式の数が決

議されました。当該株式の数は、新株予約権の付与後、被付与者の退職等に伴う新株予約権の喪失および

平成15年８月20日開催の取締役会決議により平成15年11月20日付で実施した株式分割による上記算式に基

づく調整により、平成18年９月30日現在の数値は上表の通りとなっております。 

 
中間会計期間末現在 
（平成18年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年11月30日） 

新株予約権の数（個） 32個 32個 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 

取締役及び監査役 

20株を上限とする。 

(１人あたり10株以上20株以内) 

使用人 

12株を上限とする。 

(１人あたり６株以内) 

（注）１ 

同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 157,500円（注）２ 同左 

新株予約権の行使期間 
平成17年７月１日から 

平成19年６月30日まで 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する

場合の株式の発行価格及び資本組入額 

発行価格（注）２   157,500円 

資本組入額       78,750円 
同左 

新株予約権の行使の条件 

(1）権利を付与された者は、権利行

使時においても当社取締役、監査

役または使用人であることを要す

る。 

(2）その他、権利行使の条件は、平

成15年６月27日開催の定時株主総

会決議および取締役会決議に基づ

き、当社と付与の対象者との間で

締結する契約に定めるものとす

る。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権の譲渡、質入その他の処

分は認めない。 
同左 

代用払込みに関する事項 － － 



２．当社が株式分割または併合を行う場合、次の算式により発行価額を調整し、調整により生じる１円未満の端

数は切上げる。 

また、時価を下回る価額で新株を発行（旧商法第280条ノ19の規定に基づく新株引受権の権利行使の場合

を除く）するときは、次の算式により発行価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切上げる。

上表記載の新株発行価額157,500円は、平成15年６月27日（定時株主総会の日）の東京証券取引所の当社

株式普通取引の終値に1.05を乗じた金額である315,000円を、平成15年８月20日開催の取締役会において

決議いたしました株式分割により、上記算式に基づき調整した金額であります。 

（平成16年６月26日開催 定時株主総会決議） 

調整後発行価額 ＝ 調整前発行価額 ×
１ 

分割・併合の比率 

調整後発行価額 ＝ 調整前発行価額 ×

既発行株式数 ＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額

新規発行前の株価 

既発行株式数＋新規発行による増加株式数 

 
中間会計期間末現在 
（平成18年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年11月30日） 

新株予約権の数（個） 425個 401個 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 

取締役及び監査役 

30株を上限とする。 

(１人あたり10株以上15株以内) 

使用人 

395株を上限とする。 

(１人あたり２株以上10株以内) 

（注）１ 

取締役及び監査役 

30株を上限とする。 

(１人あたり10株以上15株以内) 

使用人 

371株を上限とする。 

(１人あたり２株以上10株以内) 

（注）１ 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 242,000円（注）２ 同左 

新株予約権の行使期間 
平成18年７月１日から 

平成20年６月30日まで 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する

場合の株式の発行価格及び資本組入額 

発行価格（注）２   242,000円 

資本組入額      121,000円 
同左 

新株予約権の行使の条件 

(1）権利を付与された者は、権利行

使時においても当社取締役、監査

役または使用人であることを要す

る。 

(2）その他、権利行使の条件は、平

成16年６月26日開催の定時株主総

会決議および取締役会決議に基づ

き、当社と付与の対象者との間で

締結する契約に定めるものとす

る。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権の譲渡、質入その他の処

分は認めない。 
同左 

代用払込みに関する事項  － －  



 （注）１．新株予約権の目的たる株式の数 

権利付与日以降、当社が株式分割または併合を行う場合、未行使の新株予約権の目的たる株式の数は、次

の算式により調整し、調整により生じる１株未満の端数は切捨てる。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

平成16年６月26日開催の定時株主総会において、取締役および監査役については65株を上限（１人あたり

10株以上15株以内）、使用人については572株（１人あたり２株以上10株以内）を上限とする株式の数が

決議されました。当該株式の数は、新株予約権の付与後、被付与者の退職等に伴う新株予約権の喪失によ

り、平成18年９月30日現在の数値は上表の通りとなっております。 

２．当社が株式分割または併合を行う場合、次の算式により発行価額を調整し、調整により生じる１円未満の端

数は切上げる。 

また、時価を下回る価額で新株を発行（旧商法第280条ノ19の規定に基づく新株引受権の権利行使の場合

を除く）するときは、次の算式により発行価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切上げる。

上表記載の新株発行価額242,000円は、平成16年７月14日（取締役会の決議日）の東京証券取引所の当社

株式普通取引の終値としております。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

 （注）１．新株予約権の行使により、発行済株式総数が4,306株、資本金及び資本準備金がそれぞれ566,415千円増加し

ております。 

２．平成18年10月１日から平成18年11月30日までの間に、新株予約権の行使により、発行済株式総数が3,755

株、資本金及び資本準備金がそれぞれ494,985千円増加しております。 

調整後発行価額 ＝ 調整前発行価額 ×
１ 

分割・併合の比率 

調整後発行価額 ＝ 調整前発行価額 ×

既発行株式数 ＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額

新規発行前の株価 

既発行株式数＋新規発行による増加株式数 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成18年４月１日～ 

平成18年９月30日 
4,306 628,615.54 566,415 14,825,788 566,415 15,300,715 



(4）【大株主の状況】 

 （注）１．ドイツ証券会社東京支店及びその共同保有者であるドイツ銀行ロンドン支店から平成18年10月13日付で提出

された大量保有報告書の変更報告書により平成18年８月31日現在で以下のとおり株式を保有している旨の報

告を受けておりますが、当社として当中間会計期間末の実質所有株式数の確認ができない部分については上

記表には含めておりません。 

名称      ドイツ銀行ロンドン支店（上表では、「ドイチェバンクアーゲー ロンドン610」と表

示しております。） 

保有株券等の数 25,057株 

株券保有割合  4.00％ 

 ２．ドイツ証券会社東京支店及びその共同保有者であるドイツ銀行ロンドン支店から、平成18年10月13日付で提

出された大量保有報告書の変更報告書により平成18年８月31日現在で以下のとおり株式を保有している旨の

報告を受けておりますが、当社として当中間会計期間末の実質所有株式数の確認ができない部分については

上記表には含めておりません。 

  平成18年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

杉野 公彦 
大阪府堺市西区浜寺諏訪森町東３丁267－

16 
154,863 24.64 

杉野 公亮 
大阪府堺市西区浜寺諏訪森町東３丁267－

16 
110,528 17.58 

日本トラスティ・サービス信

託銀行株式会社（信託口） 
東京都中央区晴海１丁目８－11 57,671 9.17 

日本マスタートラスト信託銀

行株式会社（信託口） 
東京都港区浜松町２丁目11－３ 48,613 7.73 

バンク オブ ニューヨー

ク ジーシーエム クライアン

ト アカウンツ イー アイエ

スジー 

ピーターブロウ コート 133 フリート  

ストリート ロンドン ＥＣ４Ａ ２ＢＢ 英

国 

25,408 4.04 

ドイチェバンクアーゲー ロ

ンドン610 

ウィンチェスターハウス１ グレートウィ

ンチェスターストリート ロンドン 

ＥＣ２Ｎ ２ＤＢ 英国 

23,336 3.71 

ザ バンク オブ ニューヨー

ク トリーティー ジャスデッ

ク アカウント 

アベニュー デス アーツ 35 クンストラン 

1040 ブリュッセル ベルギー 
10,780 1.71 

ジェーピーモルガン チェー

スバンク385067 

ウールゲートハウス コールマンストリー

ト ロンドン ＥＣ２Ｐ ２ＨＤ, 英国 
7,713 1.23 

ドイツ証券株式会社 
東京都千代田区永田町２丁目11－１ 

山王パークタワー 
6,397 1.02 

ＢＮＰパリバ証券会社 
東京都千代田区大手町１丁目７－２ 

東京サイケイビル 
6,126 0.97 

計 － 451,435 71.80 

氏名又は名称 住所 
保有株券等の数 
（株） 

株券保有割合 
（％） 

ドイツ証券 東京支

店 

東京都千代田区永田町２丁目11-1 

山王パークタワー 
6,405 1.02 



 ３．ファンネックス・アセット・マネジメント株式会社及びファンネックス・インターナショナル・ピーティー

イー・リミテッドから平成18年８月11日付の大量保有報告書の写しの送付があり、平成18年７月31日現在で

以下の株式を共同所有している旨の報告を受けておりますが、当社として当中間会計期間末時点における所

有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。 

氏名及び名称 住所 
保有株券等の数 
（株） 

株券保有割合 
（％） 

ファンネックス・ア

セット・マネジメン

ト株式会社及びファ

ンネックス・インタ

ーナショナル・ピー

ティーイー・リミテ

ッド 

東京都千代田区内幸町２丁目２番３号

日比谷国際ビル 
32,930 5.27 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）１．「完全議決権株式（自己株式等）」欄は、全て当社保有の自己株式であります。 

２．「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が72株（議決権の数72個）

含まれております。 

３．「端株」の株式数の欄には、当社保有の自己株式0.41株が含まれております。 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、㈱東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  平成18年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式(自己株式等)（注）１ 普通株式  1,420  － － 

完全議決権株式（その他）（注）２ 普通株式 625,565 625,565 － 

端株（注）３ 普通株式  1,630  － － 

発行済株式総数 628,615 － － 

総株主の議決権 － 625,565 － 

  平成18年９月30日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社ラウンド

ワン 

大阪府堺市戎島町

４丁45－１堺駅前

ポルタスセンター

ビル 

1,420 － 1,420 0.23 

計 － 1,420 － 1,420 0.23 

月別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 600,000 560,000 478,000 465,000 486,000 474,000 

最低（円） 507,000 413,000 390,000 402,000 427,000 419,000 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省

令第24号、以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて

作成しております。 

(3）当中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、中間連結財務諸表の作成初年度であ

るため、以下に掲げる中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書につい

ては前中間連結会計期間との対比は行なっておりません。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、当中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30

日）の中間連結財務諸表並びに前中間会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日）及び当中間会計期間

（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日）の中間財務諸表について、監査法人トーマツにより中間監査を受けて

おります。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

  
当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）      

Ⅰ 流動資産      

１．現金及び預金     20,592,100   

２．現金及び預金（責
任財産限定対象） 

※２   10,829,602   

３．売掛金     147,017   

４．たな卸資産     664,583   

５．その他     2,533,913   

６．その他（責任財産
限定対象） 

※２   568,882   

流動資産合計     35,336,099 25.5 

Ⅱ 固定資産      

(1）有形固定資産 ※１    

１．建物及び構築物   16,452,834     

２．建物及び構築物
（責任財産限定
対象） 

※２ 30,690,457     

３．ボウリング設備    212,847     

４．土地    610,462     

５．土地（責任財産
限定対象）   

※２ 42,095,183     

６．その他    2,713,493     

７．その他（責任財
産限定対象）   

※２ 304,833     

有形固定資産合計     93,080,112 67.1 

(2）無形固定資産 ※２   74,200  

(3）投資その他の資産      

１．投資有価証券   461,800     

２．出資金   120,582     

３．差入保証金   7,244,788     

４．差入保証金（責
任財産限定対
象） 

※２ 331,886     

５．長期貸付金   67,421     

６．繰延税金資産   162,672     

７．土地再評価に係
る繰延税金資産 

  373,181     

８．その他   627,895     

９．その他（責任財
産限定対象） 

※２ 581,634     

投資その他の資産
合計 

    9,971,861 7.2 

固定資産合計     103,126,175 74.3 

Ⅲ 繰延資産         

１．開業費   261,204     

繰延資産合計     261,204 0.2 

資産合計     138,723,479 100.0 

     
 



  
当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）      

Ⅰ 流動負債      

１．買掛金     95,791   

２．短期借入金 ※５   13,700,000   

３．１年以内償還予定
の社債 

    160,000   

４．１年以内返済予定
長期借入金 

    1,802,400   

５．１年以内返済予定
長期借入金（責任
財産限定） 

※２   6,451,400   

６．未払法人税等     3,275,799   

７．その他     2,759,828   

流動負債合計     28,245,219 20.4 

Ⅱ 固定負債      

１．社債     2,000,000   

２．新株予約権付社債     985,000   

３．長期借入金     2,123,200   

４．長期借入金（責任
財産限定） 

※２   48,307,400   

５．役員退職慰労引当
金 

    139,863   

６．長期預り保証金     350,309   

固定負債合計     53,905,773 38.8 

負債合計     82,150,993 59.2 

     

（純資産の部）     

Ⅰ 株主資本        

１．資本金     14,825,788 10.7 

２．資本剰余金     15,300,715 11.0 

３．利益剰余金     27,273,714 19.7 

４．自己株式     △279,478 △0.2 

株主資本合計    57,120,740 41.2 

Ⅱ 評価・換算差額等        

１．土地再評価差額金     △548,253 △0.4 

評価・換算差額等合
計 

   △548,253 △0.4 

純資産合計    56,572,486 40.8 

負債純資産合計    138,723,479 100.0 

     



②【中間連結損益計算書】 

  
当中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     30,918,535 100.0 

Ⅱ 売上原価     21,433,092 69.4 

売上総利益     9,485,443 30.6 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

※１   654,822 2.1 

営業利益     8,830,621 28.5 

Ⅳ 営業外収益         

１．受取利息及び配当
金 

  30,666     

２．広告協賛金収入   10,885     

３．その他   47,374 88,926 0.3 

Ⅴ 営業外費用         

１．支払利息   818,063     

２．その他   78,583 896,647 2.9 

経常利益     8,022,900 25.9 

Ⅵ 特別利益         

１．子会社清算益   479,655 479,655 1.6 

Ⅶ 特別損失         

１．固定資産除却損 ※２ 31,838     

２．建物（責任財産限
定対象）修正額 

  190,984 222,822 0.7 

税金等調整前中間
純利益 

    8,279,733 26.8 

法人税、住民税及
び事業税 

  3,156,727     

法人税等調整額   270,546 3,427,273 11.1 

中間純利益     4,852,459 15.7 

     



③【中間連結株主資本等変動計算書】 

当中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日 残高（千円） － － － － － 

中間連結会計期間中の変動額      

会計基準の変更に伴う連結範囲

の変更 
14,259,372 14,734,300 23,044,189 △257,131 51,780,730 

新株の発行 566,415 566,415     1,132,831 

剰余金の配当     △622,934   △622,934 

中間純利益     4,852,459   4,852,459 

自己株式の取得       △22,346 △22,346 

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額） 
        － 

中間連結会計期間中の変動額合計 

（千円） 
14,825,788 15,300,715 27,273,714 △279,478 57,120,740 

平成18年９月30日 残高（千円） 14,825,788 15,300,715 27,273,714 △279,478 57,120,740 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
土地再評価差額金 

評価・換算差額等合
計 

平成18年３月31日 残高（千円） － － － 

中間連結会計期間中の変動額    

会計基準の変更に伴う連結範囲

の変更 
△548,253 △548,253 51,232,476 

新株の発行   － 1,132,831 

剰余金の配当   － △622,934 

中間純利益   － 4,852,459 

自己株式の取得   － △22,346 

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額） 
  － － 

中間連結会計期間中の変動額合計 

（千円） 
△548,253 △548,253 56,572,486 

平成18年９月30日 残高（千円） △548,253 △548,253 56,572,486 



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
当中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

区分 
注記
番号

金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フ
ロー 

   

税金等調整前中間純利益   8,279,733 

減価償却費   1,940,331 

為替差益   △6,409 

役員退職慰労引当金の増加額   7,403 

受取利息及び配当金   △30,666 

支払利息   818,063 

子会社清算益   △479,655 

固定資産除却損   31,838 

建物（責任財産限定対象）修
正額 

  190,984 

売上債権の減少額   35,149 

たな卸資産の減少額   20,628 

仕入債務の増加額   13,168 

仮払金の増加額   △96,057 

その他   558,098 

小計   11,282,610 

利息及び配当金の受取額   41,367 

利息の支払額     △851,343 

法人税等の支払額   △7,170,120 

営業活動によるキャッシュ・フ
ロー 

  3,302,513 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フ
ロー 

   

現金預金（責任財産限定対
象）の減少額   

  △251,067 

有形固定資産の取得による支
出 

  △11,976,994 

子会社清算による収入   479,765 

短期貸付による支出   △200,000 

貸付金の回収による収入   832,046 

差入保証金の支払   △41,918 

差入保証金の回収による収入   133,122 

その他   △92,150 

投資活動によるキャッシュ・フ
ロー 

  △11,117,198 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フ
ロー 

    

短期借入金の減少額   △1,880,000 

長期借入金（責任財産限定）
による収入 

  8,353,000 

長期借入金（責任財産限定）
の返済による支出 

  △1,407,100 

長期借入金の返済による支出   △1,041,500 

 



  
当中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

区分 
注記
番号

金額（千円） 

社債償還による支出   △80,000 

株式の発行による収入   33,396 

自己株式の取得による支出   △22,346 

配当金の支払額   △622,934 

財務活動によるキャッシュ・フ
ロー 

  3,332,515 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算
差額 

  6,409 

Ⅴ 現金及び現金同等物の減少額   △4,475,759 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   25,067,859 

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末
残高 

  20,592,100 

   



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
当中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

１．連結の範囲に関する事

項 

連結子会社の数  40組合 

連結子会社の名称 

㈲アールワンに係る匿名組合 

アールワン・ホールディング・リミテッドに係る匿名組合 

㈲アールワン心斎橋に係る匿名組合 

アールワン心斎橋・ホールディング・リミテッドに係る匿

名組合 

㈲アールワン広島に係る匿名組合 

㈲アールワン天神に係る匿名組合 

㈲アールワン伏見に係る匿名組合 

㈲アールワン町田に係る匿名組合 

㈲アールワン高槻に係る匿名組合 

㈲アールワン川崎に係る匿名組合 

㈲アールワン堺石原に係る匿名組合 

㈲アールワン中川に係る匿名組合 

㈲アールワン城東に係る匿名組合 

㈲アールワン堺に係る匿名組合 

㈲アールワン新潟に係る匿名組合 

㈲アールワン小倉に係る匿名組合 

㈲アールワン宇都宮に係る匿名組合 

㈲アールワン熊本に係る匿名組合 

㈲アールワン鹿児島に係る匿名組合 

㈲アールワン福島に係る匿名組合 

㈲アールワン西春日井に係る匿名組合 

㈲アールワン朝霞に係る匿名組合 

㈲アールワン板橋に係る匿名組合 

㈲アールワン金沢に係る匿名組合 

㈲アールワン入間に係る匿名組合 

㈲アールワン佐賀に係る匿名組合 

㈲アールワン長野に係る匿名組合 

㈲アールワン上尾に係る匿名組合 

㈲アールワン高松に係る匿名組合 

㈲アールワン秋田に係る匿名組合 

㈲アールワン半田に係る匿名組合 

㈲アールワン和歌山に係る匿名組合 

㈲アールワン大分に係る匿名組合 

㈲アールワン函館に係る匿名組合 

㈲アールワン博多に係る匿名組合 

㈲アールワン宮崎に係る匿名組合 

㈲アールワン豊橋に係る匿名組合 

㈲アールワン三重川越に係る匿名組合 

㈲アールワン旭川に係る匿名組合 

㈲アールワン札幌白石に係る匿名組合 

 



項目 
当中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

 「投資事業組合に対する支配力基準及び影響力基準の適用に関

する実務上の取扱い」（実務対応報告第20号）が、平成18年９

月８日以降終了する中間連結会計期間から適用されることとな

ったため、当中間連結会計期間より上記匿名組合を連結範囲に

含め中間連結財務諸表を作成しております。 

２．持分法の適用に関する

事項 

持分法を適用すべき関連会社はありません。 

３．連結子会社の中間決算

日等に関する事項 

連結子会社の中間決算日は、次のとおりであります。 

９月30日 ６組合 ７月31日 22組合 

６月30日 ３組合 ５月31日 ４組合 

４月30日 ４組合 ３月31日 １組合 

中間連結財務諸表の作成にあたっては、中間連結決算日と中間

決算日の差異が３ヶ月を超えない子会社については、それぞれ

の中間決算日現在の中間財務諸表を使用しており、それ以外の

子会社については、中間連結決算日現在で実施した仮決算に基

づく中間財務諸表を使用しております。 

中間連結財務諸表の作成にあたっては、連結決算日までの期間

に発生した重要な取引については、連結上必要な調整を行って

おります。 

４．会計処理基準に関する

事項 

(1）重要な資産の評価基

準及び評価方法 

  

  

(1）有価証券 

その他有価証券 

・時価のないもの 

移動平均法に基づく原価法 

 (2）たな卸資産 

商品 

移動平均法に基づく原価法 

貯蔵品 

移動平均法に基づく原価法 

(2）重要な減価償却資産

の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

主として定率法によっております。 

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物付属

設備を除く。）については、定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建物         ３～47年 

構築物        10～20年 

ボウリング設備    ５～10年 

アミューズメント機器 ３～５年 

什器備品       ３～20年 

 (2）無形固定資産 

定額法によっております。 

なお、ソフトウェア（自社利用分）については社内におけ

る利用可能期間（５年）に基づく定額法 

(3）重要な引当金の計上

基準 

役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金規定

に基づく中間期末要支給額を計上しております。 

(4）重要なリース取引の

処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によっております。 

 



項目 
当中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

(5）重要なヘッジ会計の

方法 

① ヘッジ会計の方法 

特例処理の要件を満たす金利スワップについては、特例

処理を採用しております。 

  ② ヘッジ対象及びヘッジ手段 

中期的な借入金を対象とした金利スワップ取引を利用し

ております。 

  ③ ヘッジ方針 

財務上発生している金利リスクをヘッジし、リスク管理

を効率的に行うためにデリバティブ取引を導入しており

ます。 

  ④ ヘッジ有効性評価の方法 

特例処理によっている金利スワップについては、有効性

の評価を省略しております。 

  (5）その他 

当社はデリバティブ取引に関して、借入に伴う金利スワッ

プ取引のみに限定しております。 

リスク管理の担当部署は管理部であり、契約に基づく期間

毎のスワップレートの決定時に損益計算を行い、社長の承

認を得る方法でリスク管理を行っております。 

(6）その他中間連結財務

諸表作成のための重

要な事項 

① 消費税等の処理方法 

税抜方式によっております。 

なお、仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺のうえ、流

動負債の「その他」に含めて表示しております。 

５．中間連結キャッシュ・

フロー 

手許資金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以内に満期日の到

来する流動性の高い、容易に換金可能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資を資金の範

囲としております。 

なお、現金及び預金（責任財産限定対象）は匿名組合に係るも

のでありますが、匿名組合の借入金の責任財産となっているた

め、資金の範囲から除いております。 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

項目 
当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 12,995,955千円

※２．責任財産限定対象資産と対応債務 

(イ）匿名組合の責任財産限定対象資産 

 

現金及び預金（責任財産限定対象） 

その他流動資産（責任財産限定対象） 

建物及び構築物（責任財産限定対象） 

土地（責任財産限定対象） 

その他有形固定資産（責任財産限定対象） 

その他無形固定資産（責任財産限定対象） 

差入保証金（責任財産限定対象） 

その他投資その他の資産（責任財産限定対象）

10,829,602千円

568,882 

30,690,457 

42,095,183 

304,833 

11,721 

331,886 

581,634 

85,414,200 

(ロ）上記に対応する債務  

長期借入金（責任財産限定） 

（１年以内返済予定の長期借入金含む） 

 

54,758,800千円

  上記匿名組合の借入金は、

それぞれの匿名組合の責任財

産限定対象資産のみを担保と

するものであり、当社に返済

義務はないものであります。

ただし、当該借入金の一部

3,100,200千円については、

匿名組合の責任財産限定対象

資産で弁済できない場合に当

社に返済義務が生じる可能性

があります。 

３．保証債務  当中間連結会計期間末にお

いて、以下の会社の金融機関

からの借入金に対して債務保

証を行っております。 

㈲アールワン盛岡 

   1,450,000千円 

４．偶発債務  過年度において、店舗建物

に係る差入保証金の返還請求

権を譲渡しましたが、今後の

一定期間において預託先であ

る店舗建物所有者から譲渡先

に対して差入保証金の返還が

不能となった場合、当社は譲

渡先に対して当該返還不能と

なった金額を支払う義務があ

ります。平成18年９月30日現

在当該支払義務が発生する可

能性のある金額は879,555千

円であります。 

 



項目 
当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

※５．その他  短期借入金は、匿名組合が

新規店舗の土地建物等を取得

するにあたり金融機関から調

達したものですが、店舗開設

時には長期借入金（責任財産

限定）の調達と同時に返済さ

れる予定のものであります。 



（中間連結損益計算書関係） 

項目 
当中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

※１．販売費及び一般管理費のうち主

要な費用及び金額は、次のとお

りであります。 

 

給与手当 

福利厚生費 

租税公課 

176,885千円

77,989千円

121,220千円

※２．固定資産除却損の内訳  

建物及び構築物 

アミューズメント機器

704千円

31,133千円



（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

当中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで） 

１ 発行済株式の種類および株数並びに自己株式の種類および株式数に関する事項 

（注）１．普通株式の増加4,306株は、ストックオプションの権利行使による増加138株と転換社債型新株予約権付社債

の転換による増加4,168株であります。 

２．普通株式の自己株式の株式数の増加44.91株は、端株の買取りによる増加であります。 

２ 新株予約権および自己新株予約権に関する事項 

該当事項はありません。 

３ 配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

平成18年６月24日の定時株主総会において、次のとおり決議しております。 

・普通株式の配当に関する事項 

(イ）配当金の総額     622,934千円 

(ロ）１株当たり配当額     1,000円 

(ハ）基準日      平成18年３月31日 

(ニ）効力発生日    平成18年６月24日 

(2）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後となる

もの 

平成18年11月２日の取締役会において、次のとおり決議しております。 

・普通株式の配当に関する事項 

(イ）配当金の総額     627,195千円 

(ロ）配当の原資       利益剰余金 

(ハ）１株当たり配当額     1,000円 

(ニ）基準日      平成18年９月30日 

(ホ）効力発生日    平成18年12月１日 

 
前連結会計年度末株
式数（株） 

当中間連結会計期間
増加株式数（株） 

当中間連結会計期間
減少株式数（株） 

当中間連結会計期間
末株式数（株） 

発行株数     

普通株式 624,309.54 4,306 － 628,615.54 

合計 624,309.54 4,306 － 628,615.54 

自己株式     

普通株式 1,375.50 44.91 － 1,420.41 

合計 1,375.50 44.91 － 1,420.41 



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

(1）現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 20,592,100千円

預入期間が３ケ月を超える定期預金 ― 

現金及び現金同等物 20,592,100 

(2）重要な非資金取引の内容 

転換社債型新株予約権付社債の転換

による資本金増加額 
549,717千円

転換社債型新株予約権付社債の転換

による資本準備金増加額 
549,717千円

転換社債型新株予約権付社債の転換

による社債減少額 
1,099,435千円



（リース取引関係） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

 
取得価額
相当額 
(千円) 

減価償却
累計額相
当額 
(千円) 

中間期末
残高相当
額 
(千円) 

建物及び
構築物 

3,269,936 548,786 2,721,149 

ボウリン
グ設備 

6,665,772 2,578,171 4,087,600 

その他 27,082,510 12,373,437 14,709,072 

合計 37,018,219 15,500,395 21,517,823 

(2）未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年内 10,194,517千円 

１年超 11,531,483  

合計 21,726,001  

(3）支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 5,545,095千円 

減価償却費相

当額 
5,004,649千円 

支払利息相当

額 
243,558千円 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。 

(5）利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取

得価額相当額の差額を利息相当

額とし、各期への配分方法につ

いては、利息法によっておりま

す。 

２．オペレーティング・リース取引

（借手） 

未経過リース料 

１年内 289,492千円 

１年超 3,013,761  

合計 3,303,253  



（有価証券関係） 

当中間連結会計期間末（平成18年９月30日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

該当ありません。 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

（デリバティブ取引関係） 

当中間連結会計期間末（平成18年９月30日） 

当社グループはデリバティブ取引にはヘッジ会計を適用しているので、該当事項はありません。 

（ストック・オプション等関係） 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 該当事項はありません。 

 中間連結貸借対照表計上額（千円） 

(1）その他有価証券  

非上場株式 77,000 

匿名組合出資金 384,800 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

当連結グループは、単一セグメントのため該当事項はありません。 

【所在地別セグメント情報】 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

【海外売上高】 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

海外売上がないため、該当事項はありません。 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は

以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 

(2）【その他】 

該当事項はありません。 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

１株当たり純資産 90,199.18円

１株当たり中間純利益

金額 
7,771.39円

潜在株式調整後１株当

たり中間純利益金額 
7,685.35円

 
当中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

１株当たり中間（当期）純利益金額  

中間（当期）純利益（千円） 4,852,459 

普通株主に帰属しない金額（千円） － 

（うち利益処分による役員賞与金） (－) 

普通株式に係る中間（当期）純利益

（千円） 
4,852,459 

期中平均株式数（株） 624,400.35 

  

潜在株式数調整後１株あたり中間（当

期）純利益金額 
  

中間（当期）純利益調整額（千円） － 

（うち支払利息（税額相当額控除

後）） 
(－) 

普通株式増加数（株） 6,990.54 

（うち転換社債） (6,716.66) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり中間（当期）純利益

金額の算定に含めなかった潜在株式の

概要 

－ 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  
前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金  23,098,876   20,592,100   25,067,859   

２．売掛金  94,207   147,017   182,166   

３．たな卸資産  578,458   664,583   685,212   

４．その他  2,974,042   3,952,862   4,294,464   

流動資産合計   26,745,584 44.1  25,356,563 36.4  30,229,702 42.3 

Ⅱ 固定資産           

(1）有形固定資産 ※１          

１．建物 ※２ 12,424,644   15,059,303   14,299,872   

２．ボウリング設
備  238,714   212,847   222,149   

３．土地 ※２ 610,462   610,462   610,462   

４．その他  2,154,619   4,107,024   3,119,927   

有形固定資産合
計   15,428,441 25.5  19,989,638 28.7  18,252,411 25.5 

(2）無形固定資産   44,089 0.1  62,479 0.1  53,566 0.1 

(3）投資その他の資
産           

１．投資有価証券 ※２ 6,933,504   11,953,169   9,997,913   

２．出資金  1,434,868   1,022,868   1,294,868   

３．差入保証金 ※２ 8,259,360   10,019,682   9,727,211   

４．長期貸付金  904,189   67,421   899,692   

５．繰延税金資産  17,192   162,672   57,777   

６．土地再評価に
係る繰延税金
資産 

 373,181   373,181   373,181   

７．その他 ※２ 472,360   627,895   636,909   

投資その他の資
産合計   18,394,657 30.3  24,226,892 34.8  22,987,554 32.1 

固定資産合計   33,867,189 55.9  44,279,009 63.6  41,293,532 57.7 

資産合計   60,612,773 100.0  69,635,573 100.0  71,523,235 100.0 

           
 



  
前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．買掛金  77,735   95,791   82,623   

２．１年以内償還予
定の社債  1,160,000   160,000   160,000   

３．１年以内返済予
定長期借入金 

※２ 2,549,870   1,802,400   1,947,700   

４．未払法人税等  2,720,979   3,275,799   7,344,921   

５．その他  1,617,632   2,130,722   3,135,719   

流動負債合計   8,126,217 13.4  7,464,713 10.7  12,670,963 17.7 

Ⅱ 固定負債           

１．社債  2,160,000   2,000,000   2,080,000   

２．新株予約権付社
債  12,475,000   985,000   2,085,000   

３．長期借入金 ※２ 4,250,600   2,123,200   3,019,400   

４．役員退職慰労引
当金  125,227   139,863   132,460   

５．長期預り保証金  310,740   350,309   302,935   

固定負債合計   19,321,567 31.9  5,598,373 8.1  7,619,795 10.7 

負債合計   27,447,784 45.3  13,063,086 18.8  20,290,759 28.4 

           

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   9,060,450 14.9  － －  14,259,372 19.9 

Ⅱ 資本剰余金           

１．資本準備金  9,535,377   －   14,734,300   

資本剰余金合計   9,535,377 15.7  － －  14,734,300 20.6 

Ⅲ 利益剰余金           

１．任意積立金  11,000,000   －   11,000,000   

２．中間（当期）未
処分利益  4,316,113   －   12,044,189   

利益剰余金合計   15,316,113 25.3  － －  23,044,189 32.2 

Ⅳ 土地再評価差額金   △548,253 △0.9  － －  △548,253 △0.8 

Ⅴ 自己株式   △198,698 △0.3  － －  △257,131 △0.3 

資本合計   33,164,988 54.7  － －  51,232,476 71.6 

負債・資本合計   60,612,773 100.0  － －  71,523,235 100.0 

           
 



  
前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（純資産の部）                     

Ⅰ 株主資本                     

１．資本金     － －   14,825,788 21.3   － － 

２．資本剰余金                     

(1）資本準備金   －     15,300,715     －     

資本剰余金合計     － －   15,300,715 21.9   － － 

３．利益剰余金                     

(1）その他利益剰余
金 

                    

配当平均積立金   －     2,500,000     －     

別途積立金   －     18,500,000     －     

繰越利益剰余金   －     6,273,714     －     

利益剰余金合計     － －   27,273,714 39.2   － － 

４．自己株式     － －   △279,478 △0.4   － － 

株主資本合計     － －   57,120,740 82.0   － － 

Ⅱ 評価・換算差額等                     

１．土地再評価差額金     －     △548,253     －   

評価・換算差額合計     － －   △548,253 △0.8   － － 

純資産合計     － －   56,572,486 81.2   － － 

負債純資産合計     － －   69,635,573 100.0   － － 

           



②【中間損益計算書】 

  
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高   22,489,038 100.0  30,918,535 100.0  50,282,267 100.0 

Ⅱ 売上原価   15,923,389 70.8  22,874,842 74.0  36,248,126 72.1 

売上総利益   6,565,649 29.2  8,043,693 26.0  14,034,140 27.9 

Ⅲ 販売費及び一般管
理費   546,595 2.4  654,822 2.1  1,298,944 2.6 

営業利益   6,019,054 26.8  7,388,871 23.9  12,735,195 25.3 

Ⅳ 営業外収益 ※１  444,237 1.9  720,413 2.3  980,187 1.9 

Ⅴ 営業外費用 ※２  224,889 1.0  86,384 0.3  296,659 0.5 

経常利益   6,238,402 27.7  8,022,900 25.9  13,418,723 26.7 

Ⅵ 特別利益 ※３  － －  479,655 1.6  6,984,657 13.8 

Ⅶ 特別損失 ※４  10,037 0.0  222,822 0.7  67,922 0.1 

税引前中間(当
期)純利益   6,228,364 27.7  8,279,733 26.8  20,335,458 40.4 

法人税、住民税
及び事業税  2,633,881   3,156,727   8,810,994   

法人税等調整額  △61,578 2,572,302 11.4 270,546 3,427,273 11.1 △443,294 8,367,699 16.6 

中間(当期)純利
益   3,656,062 16.3  4,852,459 15.7  11,967,758 23.8 

前期繰越利益   660,050   －   660,050  

中間配当額   －   －   583,620  

中間（当期）未
処分利益   4,316,113   －   12,044,189  

           



③【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 （注） 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 
利益剰余金 

その他利益剰余金 
利益剰余金合
計 

資本準備金 
資本剰余金合
計 

配当平均積立
金 

別途積立金 
繰越利益剰余
金 

平成18年３月31日 残高（千円） 14,259,372 14,734,300 14,734,300 2,000,000 9,000,000 12,044,189 23,044,189 

中間会計期間中の変動額（千円）        

新株の発行（千円） 566,415 566,415 566,415       － 

剰余金の配当（千円）（注）     －     △622,934 △622,934 

配当平均積立金の積立（千円） 
（注） 

    － 500,000   △500,000 － 

別途積立金の積立（千円） 
（注） 

    －   9,500,000 △9,500,000 － 

中間純利益（千円）     －     4,852,459 4,852,459 

自己株式の取得（千円）     －       － 

株主資本以外の項目の中間会
計期間中の変動額（純額） 
（千円） 

              

中間会計期間中の変動額合計 
（千円） 

566,415 566,415 566,415 500,000 9,500,000 △5,770,474 4,229,525 

平成18年９月30日 残高（千円） 14,825,788 15,300,715 15,300,715 2,500,000 18,500,000 6,273,714 27,273,714 

 

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計 
自己株式 株主資本合計 土地再評価差額金 

評価・換算差額等
合計 

平成18年３月31日 残高（千円） △257,131 51,780,730 △548,253 △548,253 51,232,476 

中間会計期間中の変動額（千円）      

新株の発行（千円）   1,132,831   － 1,132,831 

剰余金の配当（千円）（注）   △622,934   － △622,934 

配当平均積立金の積立（千円） 
（注） 

  －   － － 

別途積立金の積立（千円） 
（注） 

  －   － － 

中間純利益（千円）   4,852,459   － 4,852,459 

自己株式の取得（千円） △22,346 △22,346   － △22,346 

株主資本以外の項目の中間会計
期間中の変動額（純額） 
（千円）  

    － － － 

中間会計期間中の変動額合計 
（千円） 

△22,346 5,340,010 － － 5,340,010 

平成18年９月30日 残高（千円） △279,478 57,120,740 △548,253 △548,253 56,572,486 



④【中間キャッシュ・フロー計算書】 

  
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

前事業年度の要約キャッ
シュ・フロー計算書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

    

税引前中間（当期）
純利益 

 6,228,364 － 20,335,458 

減価償却費  820,664 － 1,937,335 

為替差損益（△）  △17,307 － △19,503 

社債発行費  96,278 － 96,278 

役員退職慰労引当金
の増加額 

 7,330 － 14,562 

受取利息及び配当金  △25,660 － △54,068 

支払利息  49,234 － 86,442 

社債利息  8,456 － 15,655 

匿名組合清算益  － － △6,984,657 

匿名組合出資損益
（△） 

 △382,183 － △839,570 

固定資産除却損  10,037 － 67,922 

売上債権の増（△）
減額 

 22,299 － △65,658 

たな卸資産の増加額  △40,585 － △147,339 

仕入債務の増減
（△）額 

 26,018 － 30,906 

仮払金の増（△）減
額 

 392,496 － 202,700 

その他  351,554 － 312,819 

小計  7,546,998 － 14,989,282 

利息及び配当金の受
取額 

 2,985 － 6,385 

匿名組合出資配当の
受取額 

 351,701 － 535,820 

利息の支払額  △56,971 － △101,771 

法人税等の支払額  △1,769,883 － △3,410,671 

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

 6,074,830 － 12,019,046 

 



  
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

前事業年度の要約キャッ
シュ・フロー計算書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

    

匿名組合出資（投資
有価証券）の回収に
よる収入 

 137,184 － 437,184 

投資有価証券の取得
による支出 

 △990,000 － △4,330,000 

有形固定資産の取得
による支出 

 △1,642,473 － △4,518,062 

匿名組合清算による
収入 

     6,984,657 

短期貸付による支出  － － △450,000 

出資金の回収による
収入 

 10,000 － 10,000 

出資金の支払による
支出 

 △403,000 － △263,000 

差入保証金の支払  △681,087 － △2,433,238 

差入保証金の回収に
よる収入 

 231,224 － 353,216 

その他  4,172 － 445,383 

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

 △3,333,979 － △3,763,859 

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

    

長期借入金の返済に
よる支出 

 △1,587,368 － △3,420,738 

社債発行による収入  14,403,721 － 14,403,721 

社債償還による支出  △80,000 － △1,160,000 

株式の発行による収
入 

 29,846 － 37,721 

自己株式の取得によ
る支出 

 △41,823 － △100,257 

配当金の支払額  △466,766 － △1,050,386 

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

 12,257,609 － 8,710,061 

 



 （注） 当中間会計期間は中間連結財務諸表を作成しているため中間キャッシュ・フロー計算書を作成しておりませ

ん。 

  
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

前事業年度の要約キャッ
シュ・フロー計算書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅳ 現金及び現金同等物に
係る換算差額 

 17,307 － 19,503 

Ⅴ 現金及び現金同等物の
増減（△）額 

 15,015,767 － 16,984,751 

Ⅵ 現金及び現金同等物の
期首残高 

 8,083,108 － 8,083,108 

Ⅶ 現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高 

 23,098,876 － 25,067,859 

     



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

① その他有価証券 

(1）有価証券 

① その他有価証券 

(1）有価証券 

① その他有価証券 

 時価のないもの 

 移動平均法に基づく原価法 

 なお、投資事業有限責任組

合及びこれに類する組合への

出資（証券取引法第２条第２

項により有価証券とみなされ

るもの）については、組合契

約に規定される決算報告日に

応じて入手可能な最近の決算

書を基礎とし、持分相当額を

純額で取り込む方法によって

おります。 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

 (2）たな卸資産 

商品 

 移動平均法に基づく原価法 

(2）たな卸資産 

商品 

同左 

(2）たな卸資産 

商品 

同左 

 貯蔵品 

 移動平均法に基づく原価法 

貯蔵品 

同左 

貯蔵品 

同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 定率法によっております。 

 ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物（建物付属設

備を除く。）については、定額

法を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は次のと

おりであります。 

建物       ３～34年 

構築物      10～20年 

ボウリング設備  ５～10年 

アミューズメント機器 

３～５年 

什器備品     ３～20年 

(1）有形固定資産 

同左 

(1）有形固定資産 

同左 

 (2）無形固定資産 

 定額法によっております。 

 なお、ソフトウェア（自社利

用分）については社内における

利用可能期間（５年）に基づく

定額法 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

３．引当金の計上基準 (1）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備

えるため、役員退職慰労金規定

に基づく中間期末要支給額を計

上しております。 

(1）役員退職慰労引当金 

同左 

(1）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備

えるため、役員退職慰労金規定

に基づく期末要支給額を計上し

ております。 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

４．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

５．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

 特例処理の要件を満たす金利

スワップについては、特例処理

を採用しております。 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

 (2）ヘッジ対象及びヘッジ手段 

 中期的な借入金を対象とした

金利スワップ取引を利用してお

ります。 

(2）ヘッジ対象及びヘッジ手段 

同左 

(2）ヘッジ対象及びヘッジ手段 

同左 

 (3）ヘッジ方針 

 財務上発生している金利リス

クをヘッジし、リスク管理を効

率的に行うためにデリバティブ

取引を導入しております。 

(3）ヘッジ方針 

同左 

(3）ヘッジ方針 

同左 

 (4）ヘッジ有効性評価の方法 

 特例処理によっている金利ス

ワップについては、有効性の評

価を省略しております。 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

 (5）その他 

 当社はデリバティブ取引に関

して、借入に伴う金利スワップ

取引のみに限定しております。 

 リスク管理の担当部署は管理

部であり、契約に基づく期間毎

のスワップレートの決定時に損

益計算を行い、社長の承認を得

る方法でリスク管理を行ってお

ります。 

(5）その他 

同左 

(5）その他 

同左 

６．中間キャッシュ・フロー

計算書（キャッシュ・フロ

ー計算書）における資金の

範囲 

 手許資金、要求払預金及び取得

日から３ヶ月以内に満期日の到来

する流動性の高い容易に換金可能

であり、かつ、価値の変動につい

て僅少なリスクしか負わない短期

的な投資を資金の範囲としており

ます。 

 当中間会計期間より中間連結キ

ャッシュ・フロー計算書を作成す

るため、個別の中間キャッシュ・

フロー計算書は作成しておりませ

ん。 

 手許資金、要求払預金及び取得

日から３ヶ月以内に満期日の到来

する流動性の高い容易に換金可能

であり、かつ、価値の変動につい

て僅少なリスクしか負わない短期

的な投資を資金の範囲としており

ます。 

７．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基本

となる重要な事項 

(1）消費税等の処理方法 

 税抜方式によっております。 

 なお、仮払消費税等及び仮受

消費税等は相殺のうえ、流動負

債の「その他」に含めて表示し

ております。 

(1）消費税等の処理方法 

同左 

(1）消費税等の処理方法 

 税抜方式によっております。 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間より、固定資産の

減損に係る会計基準（「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14

年８月９日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第６号 平成15

年10月31日）を適用しております。

これによる損益に与える影響はあり

ません。 

────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度より、固定資産の減損

に係る会計基準（「固定資産の減損

に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８

月９日））及び「固定資産の減損に

係る会計基準の適用指針」（企業会 

計基準適用指針第６号 平成15年10

月31日）を適用しております。これ

による損益に与える影響はありませ

ん。 



会計処理の変更 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（テレビコマーシャル関連費用の処

理区分の変更） 

 当社は、従来、テレビコマーシャ

ルに関する費用を広告宣伝費として

「販売費及び一般管理費」として処

理していましたが、当中間会計期間

より企業イメージテレビコマーシャ

ルを除き「売上原価」として処理す

ることに変更しました。 

 この変更は、近年の多店舗展開に

より従来の個別店舗ごとのチラシ等

の配布による広告宣伝に替えテレビ

媒体による広告宣伝が効率的・効果

的であり直接店舗の集客を狙った内

容のテレビコマーシャルを当期以降

積極的に展開していく方針であるこ

とから、今後直接店舗に関わるテレ

ビコマーシャルに係る広告宣伝費が

大幅に増加する見込みであるため、

これを売上原価として処理すること

が売上総利益の実態をより正しく反

映すると判断したために行ったもの

であります。 

 この変更に伴い、従来の方法によ

った場合に比べ売上原価が369,442千

円増加し、売上総利益が同額減少

し、販売費及び一般管理費が同額減

少しております。 

────── （テレビコマーシャル関連費用の処

理区分の変更） 

 従来、テレビコマーシャルに関す

る費用を広告宣伝費として「販売費

及び一般管理費」として処理してい

ましたが、当事業年度より企業イメ

ージテレビコマーシャルを除き「売

上原価」として処理することに変更

しました。 

 この変更は、近年の多店舗展開に

より従来の個別店舗ごとのチラシ等

の配布による広告宣伝に替えテレビ

媒体による広告宣伝が効率的・効果

的であり直接店舗の集客を狙った内

容のテレビコマーシャルを当期以降

積極的に展開していく方針であるこ

とから、今後直接店舗に関わるテレ

ビコマーシャルに係る広告宣伝費が

大幅に増加する見込みであるため、

これを売上原価として処理すること

が売上総利益の実態をより正しく反

映させると判断したために行ったも

のであります。 

 この変更に伴い、従来の方法によ

った場合に比べ売上原価が573,721千

円増加し、売上総利益が同額減少し

ております。 

────── （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 当中間会計期間から、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準委員会平成17

年12月９日 企業会計基準第５号）

及び「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準適用指針第８

号）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。 

 従来の「資本の部」の合計に相当

する金額は、56,572,486千円であり

ます。 

 なお、中間財務諸表等規則の改正

により、当中間会計期間における中

間財務諸表は、改正後の中間財務諸

表等規則により作成しております。 

────── 



表示方法の変更 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

（中間貸借対照表） 

 「投資有価証券」は、前中間期まで、投資その他の資

産の「その他」に含めて表示しておりましたが、当中間

期末において資産の総額の100分の５を超えたため区分掲

記いたしました。 

 なお、前中間期末の「投資有価証券」の金額は5,110千

円であります。 

―――――― 

  

匿名組合出資金の表示方法 

 「証券取引法等の一部を改正する法律」（平成16年法

律第97号）が平成16年６月９日に公布（平成16年12月１

日より適用）されたこと、および、「金融商品会計に関

する実務指針」（会計制度委員会報告第14号）が平成17

年２月15日に改正されたことに伴い、投資事業有限責任

組合およびこれに類する組合への出資（証券取引法第２

条第２項により有価証券とみなされるもの）については

前中間期まで投資その他の資産の「出資金」として表示

しておりましたが、当中間期より「投資有価証券」に含

めて表示しております。この変更により、「投資有価証

券」が6,928,393千円増加し、「出資金」が同額減少して

おります。 

  



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

項目 
前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度末 
（平成18年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累

計額 

9,099,886千円 10,944,593千円 9,855,605千円

※２．担保資産    

(イ)担保に供している資産    

建物 

土地 

差入保証金 

投資その他の資産－その他

（長期前払費用） 

計 

3,770,166千円

500,256 

1,124,305 

135,854 

5,530,583 

―――――― 1,916,302千円

500,256 

1,099,911 

127,638 

3,644,109 

(ロ)上記に対応する債務    

長期借入金 

（１年以内返済予定の長期

借入金含む） 

308,370千円 ―――――― 75,000千円

  上記の他に、匿名組合

契約に基づく営業者の金

融機関からの借入金の一

部1,567,615千円に対し

て投資有価証券

1,567,615千円を担保提

供（質権）しておりま

す。 

 匿名組合契約に基づく

営業者の金融機関からの

借入金の一部1,567,615

千円に対して投資有価証

券1,567,615千円を担保

提供（質権）しておりま

す。 

 上記の他に、匿名組合

契約に基づく営業者の金

融機関からの借入金の一

部1,567,615千円に対し

て投資有価証券

1,567,615千円を担保提

供（質権）しておりま

す。 

 ３．保証債務  当中間期末において、

以下の特別目的会社の金

融機関からの借入金に対

して債務保証を行ってお

ります。 

①㈲アールワン板橋 

1,500,000千円 

②㈲アールワン宇都宮 

1,000,000千円 

③㈲アールワン朝霞 

1,670,000千円 

④㈲アールワン熊本 

840,000千円 

⑤㈲アールワン金沢 

1,250,000千円 

⑥㈲アールワン西春日井 

800,000千円 

⑦㈲アールワン渋谷 

10,800,000千円 

⑧㈲アールワン福島 

950,000千円 

 当中間期末において、

以下の特別目的会社の金

融機関からの借入金に対

して債務保証を行ってお

ります。 

①㈲アールワン長野 

         970,000千円 

②㈲アールワン秋田 

       1,250,000千円 

③㈲アールワン高松 

  1,210,000千円 

④㈲アールワン大分 

720,000千円 

⑤㈲アールワン和歌山 

        1,280,000千円 

⑥㈲アールワン函館 

     520,000千円 

⑦㈲アールワン博多 

         2,700,000千円 

⑧㈲アールワン宮崎 

     1,000,000千円 

 当期末において、以下

の特別目的会社の金融機

関からの借入金に対して

債務保証を行っておりま

す。 

①㈲アールワン板橋 

      1,500,000千円 

②㈲アールワン長野 

      970,000千円 

③㈲アールワン秋田 

1,250,000千円 

④㈲アールワン佐賀 

      860,000千円 

⑤㈲アールワン高松 

  1,210,000千円 

⑥㈲アールワン大分 

         720,000千円 

⑦㈲アールワン和歌山 

1,280,000千円 

⑧㈲アールワン函館 

       520,000千円 

 



項目 
前中間会計期間末 

（平成17年９月30日） 
当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度末 
（平成18年３月31日） 

 ⑨㈲アールワン鹿児島 

1,460,000千円 

⑩㈲アールワン入間 

1,650,000千円 

⑨㈲アールワン半田 

      870,000千円 

⑩㈲アールワン入間 

         1,650,000千円 

⑪㈲アールワン旭川 

      670,000千円 

⑫㈲アールワン盛岡 

 1,450,000千円 

⑬㈲アールワン佐賀 

        860,000千円 

⑨㈲アールワン入間 

    1,650,000千円 

⑩㈲アールワン金沢 

       1,250,000千円 

⑪㈲アールワン博多 

       2,700,000千円 

 ４．偶発債務  平成14年４月に出店し

た横浜駅西口店に係る固

定資産のオフバランス化

に際して当該資産を保有

し当社に賃貸するための

特別目的会社㈲アールワ

ンの金融機関からの借入

金の一部について、当社

への賃貸資産の売却等一

定の事由が発生し、か

つ、同社から金融機関へ

の借入金の返済が不能と

なった場合に、当社が返

済不能となった借入金債

務全額を支払う契約を㈲

アールワンとの間で締結

しております。平成17年

９月30日現在の㈲アール

ワンの金融機関からの借

入金のうち、当社に支払

義務が発生する可能性の

ある借入金残高は

1,792,200千円でありま

す。 

 平成14年４月に出店し

た横浜駅西口店に係る固

定資産のオフバランス化

に際して当該資産を保有

し当社に賃貸するための

特別目的会社㈲アールワ

ンの金融機関からの借入

金の一部について、当社

への賃貸資産の売却等一

定の事由が発生し、か

つ、同社から金融機関へ

の借入金の返済が不能と

なった場合に、当社が返

済不能となった借入金債

務全額を支払う契約を㈲

アールワンとの間で締結

しております。平成18年

９月30日現在の㈲アール

ワンの金融機関からの借

入金のうち、当社に支払

義務が発生する可能性の

ある借入金残高は

1,709,800千円でありま

す。 

 平成14年４月に出店し

た横浜駅西口店に係る固

定資産のオフバランス化

に際して当該資産を保有

し当社に賃貸するための

特別目的会社㈲アールワ

ンの金融機関からの借入

金の一部について、当社

への賃貸資産の売却等一

定の事由が発生し、か

つ、同社から金融機関へ

の借入金の返済が不能と

なった場合に、当社が返

済不能となった借入金債

務全額を支払う契約を㈲

アールワンとの間で締結

しております。平成18年

３月31日現在の㈲アール

ワンの金融機関からの借

入金のうち、当社に支払

義務が発生する可能性の

ある借入金残高は

1,751,000千円でありま

す。 

  平成16年３月に出店し

た福岡天神店に係る固定

資産のオフバランス化に

際して当該資産を保有し

当社に賃貸するための特

別目的会社㈲アールワン

天神の金融機関からの借

入金の一部について、当

社への賃貸資産の売却等

一定の事由が発生し、か

つ、同社から金融機関へ

の借入金の返済が不能と

なった場合に、当社が返

済不能となった借入金債

務全額を支払う契約を㈲

アールワン天神との間で 

 平成16年３月に出店し

た福岡天神店に係る固定

資産のオフバランス化に

際して当該資産を保有し

当社に賃貸するための特

別目的会社㈲アールワン

天神の金融機関からの借

入金の一部について、当

社への賃貸資産の売却等

一定の事由が発生し、か

つ、同社から金融機関へ

の借入金の返済が不能と

なった場合に、当社が返

済不能となった借入金債

務全額を支払う契約を㈲

アールワン天神との間で 

 平成16年３月に出店し

た福岡天神店に係る固定

資産のオフバランス化に

際して当該資産を保有し

当社に賃貸するための特

別目的会社㈲アールワン

天神の金融機関からの借

入金の一部について、当

社への賃貸資産の売却等

一定の事由が発生し、か

つ、同社から金融機関へ

の借入金の返済が不能と

なった場合に、当社が返

済不能となった借入金債

務全額を支払う契約を㈲

アールワン天神との間で 

 



項目 
前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度末 
（平成18年３月31日） 

 締結しております。平成

17年９月30日現在の㈲ア

ールワン天神の金融機関

からの借入金のうち、当

社に支払義務が発生する

可能性のある借入金残高

は1,562,400千円であり

ます。 

締結しております。平成

18年９月30日現在の㈲ア

ールワン天神の金融機関

からの借入金のうち、当

社に支払義務が発生する

可能性のある借入金残高

は1,390,400千円であり

ます。 

締結しております。平成

18年３月31日現在の㈲ア

ールワン天神の金融機関

からの借入金のうち、当

社に支払義務が発生する

可能性のある借入金残高

は1,476,400千円であり

ます。 

  過年度において、店舗

建物に係る差入保証金の

返還請求権を譲渡しまし

たが、今後の一定期間に

おいて預託先である店舗

建物所有者から譲渡先に

対して差入保証金の返還

が不能となった場合、当

社は譲渡先に対して当該

返還不能となった金額を

支払う義務があります。

平成17年９月30日現在当

該支払義務が発生する可

能性のある金額は

1,058,295千円でありま

す。 

 過年度において、店舗

建物に係る差入保証金の

返還請求権を譲渡しまし

たが、今後の一定期間に

おいて預託先である店舗

建物所有者から譲渡先に

対して差入保証金の返還

が不能となった場合、当

社は譲渡先に対して当該

返還不能となった金額を

支払う義務があります。

平成18年９月30日現在当

該支払義務が発生する可

能性のある金額は

879,555千円でありま

す。 

 過年度において、店舗

建物に係る差入保証金の

返還請求権を譲渡しまし

たが、今後の一定期間に

おいて預託先である店舗

建物所有者から譲渡先に

対して差入保証金の返還

が不能となった場合、当

社は譲渡先に対して当該

返還不能となった金額を

支払う義務があります。

平成18年３月31日現在当

該支払義務が発生する可

能性のある金額は

962,175千円でありま

す。 



（中間損益計算書関係） 

（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

（中間株主資本等変動計算書関係） 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注） 普通株式の自己株式の株式数の増加44.91株は、端株の買取りによる増加であります。 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日）

※１．営業外収益のうち重要なも

の 

   

受取利息 

匿名組合出資益 

25,660千円

382,183千円

30,608千円

637,635千円

54,068千円

839,570千円

※２．営業外費用のうち重要なも

の 

   

支払利息 

社債利息 

社債発行費 

49,234千円

8,456千円

96,278千円

29,671千円

3,406千円

 － 

86,442千円

15,655千円

96,278千円

※３．特別利益のうち主要なもの    

子会社清算益 

匿名組合清算益 

 － 

 － 

479,655千円

－ 

 － 

6,984,657千円

※４．特別損失のうち重要なもの    

匿名組合出資損 

固定資産除却損 

－ 

10,037千円

    190,984千円

31,838千円

－  

67,922千円

 ５．減価償却実施額    

有形固定資産 

無形固定資産 

801,961千円

2,342千円

1,215,586千円

5,487千円

1,896,813千円

5,933千円

項目 
前中間会計期間末 

（平成17年９月30日） 
当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度末 
（平成18年３月31日） 

１．現金及び現金同等物の残高と

中間貸借対照表（貸借対照表）

に掲記されている科目の金額と

の関係 

   

現金及び預金勘定 

預入期間が３ケ月を

超える定期預金 

現金及び現金同等物 

23,098,876千円

－ 

23,098,876 

（注）当中間会計期間よ

り中間連結キャッ

シュ・フロー計算

書を作成している

ため記載しており

ません。 

－ 

－ 

－ 

25,067,859千円

－ 

25,067,859 

 
前事業年度末株式数

（株） 
当中間会計期間増加
株式数（株） 

当中間会計期間減少
株式数（株） 

当中間会計期間末株
式数（株） 

普通株式（注） 1,375.50 44.91 － 1,420.41 

合計 1,375.50 44.91 － 1,420.41 



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

期末残高相当額 

 
取得価額相
当額 
(千円) 

減価償却累
計額相当額 
(千円) 

中間期末残
高相当額 
(千円) 

建物（付属
設備） 

1,855,494 114,606 1,740,888 

ボウリング
設備 

5,485,400 2,812,799 2,672,600 

アミューズ
メント機器 

15,069,036 6,640,347 8,428,688 

什器備品 2,976,895 1,093,856 1,883,039 

その他 136,712 10,011 126,700 

合計 25,523,538 10,671,622 14,851,916 

 
取得価額相
当額 
(千円) 

減価償却累
計額相当額 
(千円) 

中間期末残
高相当額 
(千円) 

建物（付属
設備） 

3,063,991 502,659 2,561,332 

ボウリング
設備 

6,665,772 2,578,171 4,087,600 

アミューズ
メント機器 

21,671,024 10,125,156 11,545,867 

什器備品 5,312,851 2,229,336 3,083,514 

その他 304,579 65,071 239,508 

合計 37,018,219 15,500,395 21,517,823 

 
取得価額相
当額 
(千円) 

減価償却累
計額相当額 
(千円) 

期末残高相
当額 
(千円) 

建物（付属
設備） 

2,721,136 198,854 2,522,281 

ボウリング
設備 

5,835,664 2,155,148 3,680,515 

アミューズ
メント機器 

20,077,336 8,393,069 11,684,266 

什器備品 5,379,021 1,933,353 3,445,667 

その他 219,893 20,149 199,743 

合計 34,233,051 12,700,576 21,532,475 

(2）未経過リース料中間期末残高

相当額 

(2）未経過リース料中間期末残高

相当額 

(2）未経過リース料期末残高相当

額 

１年内 7,227,906千円

１年超 7,771,186 

合計 14,999,092 

１年内 10,194,517千円

１年超 11,531,483 

合計 21,726,001 

１年内 10,115,100千円

１年超 11,585,592 

合計 21,700,692 

(3）支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

支払リース料 

3,385,120千円

減価償却費相当額 

3,218,335千円

支払利息相当額 155,066千円

支払リース料 

5,545,095千円

減価償却費相当額 

5,004,649千円

支払利息相当額 243,558千円

支払リース料 

8,309,900千円

減価償却費相当額 

7,653,405千円

支払利息相当額 374,445千円

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の

取得価額相当額の差額を利息相

当額とし、各期への配分方法に

ついては、利息法によっており

ます。 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 未経過リース料 未経過リース料 

１年内 4,906,108千円

１年超 29,376,601 

合計 34,282,710 

１年内 7,282,060千円

１年超 40,155,181 

合計 47,437,241 

１年内 6,675,988千円

１年超 38,599,047 

合計 45,275,036 



（有価証券関係） 

前中間会計期間（平成17年９月30日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 該当ありません。 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

当中間会計期間（平成18年９月30日現在） 

 中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

 なお、当中間会計期間において子会社株式で時価のあるものはありません。 

前事業年度（平成18年３月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 該当ありません。 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

 中間貸借対照表計上額（千円） 

(1）その他有価証券  

非上場株式（店頭売買株式を除く） 5,000 

匿名組合出資金 6,928,393 

 貸借対照表計上額（千円） 

(1）その他有価証券  

非上場株式（店頭売買株式を除く） 5,000 

匿名組合出資金 9,992,802 



（デリバティブ取引関係） 

前中間会計期間末（平成17年９月30日現在） 

デリバティブ取引は全てヘッジ会計を適用しております。 

当中間会計期間末（平成18年９月30日現在） 

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

前事業年度末（平成18年３月31日現在） 

デリバティブ取引は全てヘッジ会計を適用しております。 

（持分法損益等） 

前中間会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日） 

重要性が乏しいため記載しておりません。 

当中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

該当事項はありません。 

前事業年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

重要性が乏しいため記載しておりません。 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎

は、以下のとおりであります。 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 56,826.34円

１株当たり中間純利益 6,265.72円

潜在株式調整後１株当

たり中間純利益金額 
5,858.41円

中間連結財務諸表を作成しているた

め、記載を省略しております。 

１株当たり純資産額 82,243.82円

１株当たり当期純利益 20,125.55円

潜在株式調整後１株当

たり当期純利益金額 
19,030.01円

 
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

１株当たり中間（当期）純利益金額  中間連結財務諸表を作

成しているため、記載

を省略しております。 

 

中間（当期）純利益（千円） 3,656,062 11,967,758 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益

（千円） 
3,656,062 11,967,758 

期中平均株式数（株） 583,502 594,654 

   

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）

純利益金額 
  

中間（当期）純利益調整額（千円） － － 

普通株式増加数（株） 40,568 34,233 

（うち新株予約権（株）） 40,568 34,233 

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり中間（当期）純利益

の算定に含めなかった潜在株式の概要 

────── ────── ────── 



（重要な後発事象） 

前中間会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日） 

 該当事項はありません。 

当中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

 該当事項はありません。 

前事業年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 該当事項はありません。 



(2）【その他】 

 平成18年11月２日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

① 中間配当による配当金の総額………………627,195千円 

② １株当たりの金額……………………………1,000円 

③ 支払請求の効力発生日及び支払開始日……平成18年12月１日 

 （注）平成18年９月30日現在の株主名簿に記載された株主または登録質権者および同日最終の端株原簿に記載

された端株主に対し、支払いを行います。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第26期）（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）平成18年６月26日関東財務局長に提出。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

 平成18年12月25日 

株式会社ラウンドワン  

 取締役会 御中    

 監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 梶浦 和人  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 美馬 和実  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社ラウンドワンの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成18年４月１日か

ら平成18年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株

主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責

任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、株式会社ラウンドワン及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間

連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な

情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書

   平成17年12月９日

株式会社ラウンドワン    

 取締役会 御中  

 監査法人トーマツ  

 
指 定 社 員
業務執行社員 

 公認会計士 梶浦 和人  印 

 
指 定 社 員
業務執行社員 

 公認会計士 美馬 和実  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社ラウンドワンの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第26期事業年度の中間会計期間（平成17年４月１日か

ら平成17年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フ

ロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場

から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社ラウンドワンの平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成17年

４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているも

のと認める。 

（追記情報） 

 会計処理の変更に記載されているとおり、会社は直接店舗に関わるテレビコマーシャルに関する費用を広告宣伝費と

して販売費及び一般管理費として処理していたが、当中間会計期間から売上原価として処理することに変更した。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社

が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書

   平成18年12月25日

株式会社ラウンドワン    

 取締役会 御中  

 監査法人トーマツ  

 
指 定 社 員
業務執行社員 

 公認会計士 梶浦 和人  印 

 
指 定 社 員
業務執行社員 

 公認会計士 美馬 和実  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社ラウンドワンの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第27期事業年度の中間会計期間（平成18年４月１日か

ら平成18年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動

計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社ラウンドワンの平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成18年４

月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社

が別途保管しております。 
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